
公的個人認証サービスを利用した最新の利用者情報 (４情報)提供サービス

①毎年1回、住所変更等確認の
ため、往復ハガキを郵送

②住所変更があった場合、
変更後の住所を記入して返送

②J-LISから最新の4情報を取得

プラットフォーム事業者 J-LIS

①4情報提供の同意

住所等変更確認のために、金融機関等事業者は
1年に1度程度郵送で顧客に確認し、顧客情報を最新化する

住所等変更確認のために、金融機関等事業者は
いつでもオンラインで顧客情報を最新化できる

サービス活用後サービス活用前

金融機関等
（ネット証券、ネット銀行など）

金融機関等
（ネット証券、ネット銀行など）

・ 顧客の住所等変更のタイミングがすぐにわからない
・ 必ず返信が来るとは限らない
・ 郵送費がかかる
・ 顧客は、ハガキへの記入、返信が手間

・ 金融機関は顧客が住所等変更を行うとすぐにわかる
・ いつでも照会できる
・ 往復はがきでのやり取りが不要になる
・ 顧客は、ハガキへの記入、返信の手間がなくなる

顧客 顧客

金融機関等が、顧客申し込み等の際に、公的個人認証サービスを利用して本人確認を行う場合には、同意を得ることに
より顧客の変更後の住所等※を国の機関（JｰLIS）から入手することができる (※住所、氏名、生年月日、性別の４情報)
サービスの開始は令和５年５月16日を予定
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利用者の住所異動から金融機関等が最新の４情報を取得するまでの流れ

• （下図A）顧客が、マイナンバーカードの電子証明書の再発行を行った場合、４情報がJ-LISに連携される
• （下図B）プラットフォーム事業者は、毎日作成されるCRL（失効リスト）をJ-LISから入手可能であり、
これを活用することで、金融機関等は、住所等変更がある顧客を把握することが可能となる

• （下図C）金融機関等は、個別に顧客の４情報をプラットフォーム事業者に照会し、J-LISを介して最新の
４情報を入手することができる

金融機関等
（ネット証券、ネット銀行など）

J-LIS プラットフォーム事業者

同意の提供状況

②情報連携
（失効情報/4情報）

①転入等で電子証明書は失効
電子証明書再発行の手続

③CRLの取得

④プッシュ通知
or

CRLを取得

⑤4情報
の照会

⑥4情報の照会

⑧4情報の提供

⑨4情報
の提供

シリアル番号・失効日・失効事由を提供A
B

C

• CRL提供方式とは
CRL（=Certificate
Revocation List）提供方式
とは、失効リスト提供方式と
もいい、一定の範囲の利用者
に係る失効情報を定期的（１
日１回等）にまとめて提供す
る方式

• OCSPレスポンダ方式とは
OCSP（=Online Certificate
Status Protocol）レスポン
ダ方式とは、特定の電子証明
書の照会について、応答用の
サーバから当該電子証明書が
失効しているかどうか個別に
回答する方式（左図⑥⑦⑧の
一連の流れ）

最新の4情報

⑦取消されていないか、
有効期限内であるかを確認

CRL
（朝７時に更新）

顧客

役所

2


	民間向けマイナンバーカードご参考資料
	目次
	1.マイナンバーカード　1-1.マイナンバーカードの概要
	マイナンバーカードは、これからの時代の本人確認ツール
	マイナンバーカードの安全性
	マイナンバーについて
	マイナンバーカードのICチップ内の空き領域の利用について
	マイナンバーカード空き領域　民間利用事例�自社職員の入退室や端末操作の権限確認
	マイナンバーカード空き領域　民間利用事例
	マイナンバーカードのアプリの概要
	1.マイナンバーカード　1-2.現在の申請・交付状況および今後の利活用シーン拡大
	カード利用シーン拡大構想Ⅲ：　「安全・便利なオンライン取引」構想
	「デジタル社会の実現に向けた重点計画」抜粋（令和4年6月閣議決定）
	マイナンバーカードの申請・交付状況
	マイナンバーカードの利用シーンの拡大
	2.利用事例 (公的個人認証サービス・マイナポータル)　2-1.サービス提供事業者一覧
	【参考】公的個人認証サービスを利用する民間事業者（1/4）
	【参考】公的個人認証サービスを利用する民間事業者（2/4）
	【参考】公的個人認証サービスを利用する民間事業者（3/4）
	【参考】公的個人認証サービスを利用する民間事業者（4/4）
	デジタル庁ウェブサイトのご紹介
	2.利用事例 (公的個人認証サービス・マイナポータル)　2-2.利用事例
	利用事例①：銀行口座開設時の本人確認
	利用事例②：証券口座開設時の本人確認
	利用事例③：証券口座開設時のマイナンバー取得及び本人確認
	利用事例④：資金移動における犯収法に基づいた取引時確認
	利用事例⑤：銀行窓口での住所変更等の各種手続き時の本人確認
	利用事例⑥：住宅ローン契約手続を電子化するサービス
	利用事例⑦：非対面でのHPKIカードの申請
	利用事例⑧：従業員の給与管理時のマイナンバー取得及び本人確認
	利用事例⑨：マイナポータルを利用したふるさと納税の確定申告
	利用事例⑩：ミライロの障害手帳アプリとマイナポータルの連携の仕組み
	3. 公的個人認証サービス　3-1.公的個人認証サービスの概要
	公的個人認証サービス(電子証明書の利用)の概要について
	公的個人認証サービス導入のユースケース・メリットについて
	公的個人認証サービスの導入により得られた具体的なメリット
	公的個人認証サービスの仕組み
	マイナンバーカードに格納される公的個人認証サービスについて
	公的個人認証サービスの活用について (主務大臣認定制度・プラットフォーム事業者制度)
	「PF事業者」を活用した公的個人認証サービスの利用の推進
	公的個人認証サービスにおける署名検証者の認定基準について
	3.公的個人認証サービス　3-2.機能拡充・最新情報　3-2-1.スマートフォン搭載
	「マイナンバーカード機能のスマートフォン搭載」によって目指す姿
	3.公的個人認証サービス　3-2.機能拡充・最新情報　3-2-2.本人同意に基づく基本4情報の提供
	公的個人認証サービスを利用した最新の利用者情報 (４情報)提供サービス
	利用者の住所異動から金融機関等が最新の４情報を取得するまでの流れ
	3.公的個人認証サービス　3-2.機能拡充・最新情報　3-2-3.電子証明書利用料当面無料化
	民間事業者における電子証明書手数料の当面無料化について
	4.マイナポータル
	マイナポータルで出来ること
	マイナポータルのAPIで新たに実現されるサービス
	取得できる主な自己情報　申請できる主な行政手続き
	マイナポータルAPI (情報取得系) の利用実績 (令和４年６月末時点)
	5.海外事例のご紹介
	諸外国における国民認証カード等の状況



